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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）：（Ａ－１）；主鎖が一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位及び一般式（II）で
表される構成単位を有し、一般式（II）で表される構成単位を２～１３質量％含有するポ
リカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体４０～１００質量％、及び（Ａ－２）
；（Ａ－１）以外の芳香族ポリカーボネート０～６０質量％からなるポリカーボネート系
樹脂混合物１００質量部と、（Ｂ）ポリオレフィンワックスで処理されたガラス繊維３～
２０質量部とを含有するポリカーボネート系樹脂組成物。
【化１】
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［式中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に炭素数１～６のアルキル基又はアルコキシ基を
示し、Ｘは単結合、炭素数１～８のアルキレン基、炭素数２～８のアルキリデン基、炭素
数５～１５のシクロアルキレン基、炭素数５～１５のシクロアルキリデン基、－Ｓ－、－
ＳＯ－、－ＳＯ２－、－Ｏ－又は－ＣＯ－を示し、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ独立に、水素
原子、ハロゲン原子又は炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基もしく
は炭素数６～１２のアリール基を示し、Ｙは脂肪族又は芳香族を含む有機残基を示す。ｎ
は平均繰り返し数であって、６５～２００の数を示し、ａ及びｂは、それぞれ独立に０～
４の整数を示す。］
【請求項２】
　一般式（II）で表される構成単位において、Ｙがアリルフェノール又はオイゲノール由
来の有機残基である請求項１に記載のポリカーボネート系樹脂組成物。
【請求項３】
　一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位において、Ｘがイソプロピリデン基であり、かつ
ａ＝ｂ＝０である、請求項１又は２に記載のポリカーボネート系樹脂組成物。
【請求項４】
　一般式（II）で表される構成単位において、Ｒ３～Ｒ６がいずれもメチル基である請求
項１～３のいずれかに記載のポリカーボネート系樹脂組成物。
【請求項５】
　前記ポリオレフィンワックスが、２～４個の炭素原子を有するオレフィンに基づくもの
である、請求項１～４のいずれかに記載のポリカーボネート系樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐衝撃性に優れたガラス繊維強化ポリカーボネート系樹脂組成物に関するも
のである。詳細には、特定の鎖長を有するポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共
重合体と、特定の集束剤で処理されたガラス繊維とからなる、耐衝撃性に優れたガラス繊
維強化ポリカーボネート系樹脂組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネート樹脂は、機械的強度、電気的特性、透明性などに優れ、エンジニアリ
ングプラスチックとして、電気・電子機器分野、自動車分野等様々な分野において幅広く
利用されている。ポリカーボネート樹脂の耐衝撃性及び寸法安定性を向上させるために、
ガラス繊維を添加した、ガラス繊維強化ポリカーボネート樹脂が知られている。しかしな
がら、ガラス繊維を添加すると、ポリカーボネート樹脂の耐衝撃性が大幅に低下するとい
う問題がある。
　従来、ガラス繊維を添加したポリカーボネート樹脂の耐衝撃性を改善する方法について
、種々検討されている。例えば、ポリカーボネート樹脂にポリカーボネート－ポリオルガ
ノシロキサン共重合体を配合する方法が開示されている（特許文献１及び２）。しかしな
がら、上記方法では耐衝撃性向上効果は未だ十分なものではなく、その改善が要望されて
いる。
　このような問題点を改善するために、エポキシ樹脂を含む収束剤で処理されたガラス繊
維をポリカーボネート樹脂に添加することが知られている（特許文献３）。しかしながら
、ガラス繊維量が樹脂１００質量部に対して２５質量部以下である場合には、耐衝撃強さ
の向上効果は未だ十分なものではなく、その改善が要望されている。そして、特許文献３
の実施例では、ポリオレフィン系樹脂を含む集束剤で処理されたガラス繊維とポリカーボ
ネート－ポリジメチルシロキサンとからなるポリカーボネート系樹脂組成物は、エポキシ
樹脂及びウレタン樹脂を含む集束剤で処理されたガラス繊維とポリカーボネート－ポリジ
メチルシロキサンとからなる樹脂組成物よりも耐衝撃強さに劣ることが示されている。
【０００３】
　一方、ポリカーボネート樹脂とポリエステル樹脂との混合樹脂に対して、ポリオレフィ
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ンワックスを含む被覆剤で処理されたガラス繊維を添加することにより、ポリカーボネー
ト樹脂組成物のアイゾット衝撃強さを改善できることが知られている（特許文献４）。し
かしながら、該ポリカーボネート樹脂としては、ビスフェノールＡから誘導されたホモポ
リカーボネートが開示されているのみである。
　さらに、芳香族ポリカーボネート樹脂に、該ポリカーボネート樹脂との密着性が低い被
覆剤で予め被覆されたガラス繊維を配合し、さらに有機アルカリ金属塩や有機リン化合物
を配合してなるポリカーボネート樹脂組成物が知られている（特許文献５、６）。ここで
用いられているガラス繊維は、ポリオレフィン、好ましくはポリオレフィンワックスから
なる被覆剤で予め処理されたガラス繊維である。しかしながら、用いられるポリカーボネ
ート樹脂として、本願発明で用いる特定のポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共
重合体は開示されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭５５－１６００５２号公報
【特許文献２】特開平２－１７３０６１号公報
【特許文献３】特開平７－２６１４９号公報
【特許文献４】特開平１０－２７３５８５号公報
【特許文献５】特開２００２－３０９０７６号公報
【特許文献６】特開２００２－２７７５９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、ガラス繊維を含有するポリカーボネート系樹脂組成物において、より優れた
耐衝撃性を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、ポリオルガノシロキサン部分の鎖長が特定の値を有するポリカーボネー
ト－ポリオルガノシロキサン共重合体と、ポリオレフィンを含む集束剤で処理されたガラ
ス繊維を用いることで、上記課題を解決し得ることを見出し、本発明を完成した。
【０００７】
　すなわち、本発明は、
　（Ａ）：（Ａ－１）；主鎖が一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位及び一般式（II）で
表される構成単位を有するポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体５～１０
０質量％、及び（Ａ－２）；（Ａ－１）以外の芳香族ポリカーボネート０～９５質量％か
らなるポリカーボネート系樹脂混合物１００質量部と、（Ｂ）ポリオレフィンで処理され
たガラス繊維３～２０質量部とを含有するポリカーボネート系樹脂組成物に関するもので
ある。
【０００８】
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【化１】

【０００９】
［式中、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ独立に炭素数１～６のアルキル基又はアルコキシ基を示
し、Ｘは単結合、炭素数１～８のアルキレン基、炭素数２～８のアルキリデン基、炭素数
５～１５のシクロアルキレン基、炭素数５～１５のシクロアルキリデン基、－Ｓ－、－Ｓ
Ｏ－、－ＳＯ2－、－Ｏ－又は－ＣＯ－を示し、Ｒ3～Ｒ6は、それぞれ独立に、水素原子
、ハロゲン原子又は炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基もしくは炭
素数６～１２のアリール基を示し、Ｙは脂肪族又は芳香族を含む有機残基を示す。ｎは平
均繰り返し数であって、６５～６００の数を示し、ａ及びｂは、それぞれ独立に０～４の
整数を示す。］
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、ポリオルガノシロキサン部分の鎖長が特定の値を有するポリカーボネ
ート－ポリオルガノシロキサン共重合体と、ポリオレフィンを含む集束剤で処理されたガ
ラス繊維とを用いることで、より耐衝撃性の高いガラス繊維強化ポリカーボネート系樹脂
組成物を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数ｎが９０で
ある（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が１９，０００の本発明のポリカ
ーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ（２３℃）及びその比較例である。
【図２】一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数ｎが９０で
ある（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が１９，０００の本発明のポリカ
ーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ（－１０℃）及びその比較例である。
【図３】一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数ｎが９０で
ある（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が２１，０００の本発明のポリカ
ーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ（２３℃）及びその比較例である。
【図４】一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数ｎが９０で
ある（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が２１，０００の本発明のポリカ
ーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ（－１０℃）及びその比較例である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明は、（Ａ）：（Ａ－１）；主鎖が一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位及び一般
式（II）で表される構成単位を有するポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合
体５～１００質量％、及び（Ａ－２）；（Ａ－１）以外の芳香族ポリカーボネート０～９
５質量％からなるポリカーボネート系樹脂混合物１００質量部と、（Ｂ）ポリオレフィン
で処理されたガラス繊維３～２０質量部とを含有するポリカーボネート系樹脂組成物に関
するものである。
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【化２】

【００１４】
［式中、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ独立に炭素数１～６のアルキル基又はアルコキシ基を示
し、Ｘは単結合、炭素数１～８のアルキレン基、炭素数２～８のアルキリデン基、炭素数
５～１５のシクロアルキレン基、炭素数５～１５のシクロアルキリデン基、－Ｓ－、－Ｓ
Ｏ－、－ＳＯ2－、－Ｏ－又は－ＣＯ－を示す。Ｒ3～Ｒ6は、それぞれ独立に、水素原子
、ハロゲン原子又は炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基もしくは炭
素数６～１２のアリール基を示し、好ましくは、Ｒ3～Ｒ6はいずれもメチル基である。Ｙ
は脂肪族又は芳香族を含む有機残基を示し、好ましくはアリルフェノール又はオイゲノー
ル由来の有機残基である。ｎは平均繰り返し数であって、６５～６００の数を示し、ａ及
びｂは、それぞれ独立に０～４の整数を示す。上記一般式（Ｉ）において、好ましくは、
Ｘはイソプロピリデン基であり、且つａ＝ｂ＝０である。］
【００１５】
　はじめに、（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体について説
明する。
　（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体は、上記一般式（II）
で表される構成単位を含むポリオルガノシロキサンブロック部分の含有量が、好ましくは
１～２０質量％であり、より好ましくは１．５～１５質量％、さらに好ましくは２～１３
質量％である。１質量％以上であれば耐衝撃強さ向上の効果が十分であり、また２０質量
％以下であれば十分な耐熱性を有する。
　また、（Ａ－１）において、上記一般式（II）で表される構成単位における平均繰り返
し数ｎは、６５～６００であり、より好ましくは７０～２００、さらに好ましくは８０～
１８０である。ｎが６５未満であると耐衝撃強さ向上の効果が十分ではなく、６００を超
えると、（Ａ－１）ポリオルガノシロキサン－ポリカーボネート共重合体を製造する際の
取り扱い性が困難になり経済性に劣る。
　（Ａ－１）の粘度平均分子量（Ｍｖ）は、好ましくは１２，０００～５０，０００であ
り、より好ましくは１４，０００～３０，０００であり、さらに好ましくは１６，０００
～２５，０００である。
【００１６】
　（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体は、一般式（１）で表
される二価フェノールと、一般式（２）で表されるポリオルガノシロキサン
【００１７】
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【化３】

【００１８】
［一般式（１）中、Ｘ、Ｒ1～Ｒ2及びａ及びｂは一般式（Ｉ）と同様であり、ｎはオルガ
ノシロキサン構成単位の平均繰り返し数で６５～６００の数を示す。一般式（２）中、Ｒ
3～Ｒ6はそれぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子又は炭素数１～６のアルキル基、炭素
数１～６のアルコキシ基もしくは炭素数６～１２のアリール基を示し、Ｙは脂肪族又は芳
香族を含む有機残基を示し、Ｚはハロゲン、－Ｒ7ＯＨ、－Ｒ7ＣＯＯＨ、－Ｒ7ＮＨ2、－
ＣＯＯＨ又は－ＳＨを示し、Ｒ7は直鎖、分岐鎖もしくは環状アルキレン基、アリール置
換アルキレン基、環上にアルコキシ基を有してもよいアリール置換アルキレン基、アリー
レン基を示す。ｍは０又は１を示す。］
と、ホスゲン、炭酸エステル、或いはクロロホーメートとを共重合させて得られるもので
ある。
【００１９】
　本発明のポリカーボネート系樹脂組成物において、（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリ
オルガノシロキサン共重合体の原料に用いる、一般式（１）で表される二価フェノールと
しては様々なものがあるが、特に、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン〔
通称：ビスフェノールＡ〕が好適である。二価フェノールとしてビスフェノールＡを用い
ると、一般式（Ｉ）において、Ｘがイソプロピリデン基であり、且つａ＝ｂ＝０の（Ａ－
１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体となる。
　ビスフェノールＡ以外のビスフェノールとしては、例えば、ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタン、ビス（
４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニル
メタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）ナフチルメタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－ｔ－ブチルフェニ
ル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ブロモフェニル）プロパン、２，２
－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－テトラメチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４
－ヒドロキシ－３－クロロフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５
－ジクロロフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェ
ニル）プロパン等のビス（ヒドロキシアリール）アルカン類、１，１－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）シクロペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサ
ン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，５，５－トリメチルシクロヘキサン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノルボルナン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）シクロドデカン等のビス（ヒドロキシアリール）シクロアルカン類、４，４
’－ジヒドロキシフェニルエーテル、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルフェ
ニルエーテル等のジヒドロキシアリールエーテル類、４，４’－ジヒドロキシジフェニル
スルフィド、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニルスルフィド等のジ
ヒドロキシジアリールスルフィド類、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホキシド、
４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニルスルホキシド等のジヒドロキシ
ジアリールスルホキシド類、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、４，４’－ジ
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ヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニルスルホン等のジヒドロキシジアリールスルホ
ン類、４，４’－ジヒロキシジフェニルなどのジヒドロキシジフェニル類、９，９－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフ
ェニル）フルオレンなどのジヒドロキシジアリールフルオレン類、ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）ジフェニルメタン、１，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）アダマンタン、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）アダマンタン、１，３－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）－５，７－ジメチルアダマンタンなどのジヒドロキシジアリールアダマンタン
類、４，４’－［１，３－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）］ビスフェノール、
１０，１０－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－９－アントロン、１，５－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニルチオ）－２，３－ジオキサペンタエンなどが挙げられる。
　これらの二価フェノールは、それぞれ単独で用いてもよいし、二種以上を混合して用い
てもよい。
【００２０】
　一般式（２）で表されるポリオルガノシロキサンは、オレフィン性の不飽和炭素－炭素
結合を有するフェノール類、好適にはビニルフェノール、アリルフェノール、オイゲノー
ル、イソプロペニルフェノールなどを所定の重合度ｎを有するポリオルガノシロキサン鎖
の末端に、ハイドロシラネーション反応させることにより容易に製造することができる。
上記フェノール類は、アリルフェノール又はオイゲノールであることがより好ましい。こ
の場合、（Ａ－１）の一般式（II）におけるＹがアリルフェノール又はオイゲノール由来
の有機残基となる。
【００２１】
　一般式（２）で表されるポリオルガノシロキサンを例示すると、例えば、
【００２２】
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【化４】

【００２３】
［前記一般式（３）～（１１）中、Ｒ3～Ｒ6は一般式（１）と同様に、それぞれ独立に、
水素原子、ハロゲン原子又は炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基も
しくは炭素数６～１２のアリール基を示し、Ｒ8はアルキル、アルケニル、アリール又は
アラルキル基を示し、ｎはオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数であって６５～
６００の数を示し、ｃは正の整数を示す。ｃは、通常１～６の整数である。］
等が挙げられる。
　これらの中でも、式（３）に示すフェノール変性ポリオルガノシロキサンが重合の容易
さから好ましく、さらには式（４）に示す化合物中の一種であるα，ω－ビス［３－（ｏ
－ヒドロキシフェニル）プロピル］ポリジメチルシロキサン、又は式（５）に示す化合物
中の一種であるα，ω－ビス［３－（４－ヒドロキシ－３－メトキシフェニル）プロピル
］ポリジメチルシロキサンが入手の容易さから好ましい。
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【００２４】
　上記フェノール変性ポリオルガノシロキサンは、公知の方法により製造することができ
る。公知の製造法としては、例えば次のようなものがある。
　シクロトリシロキサンとジシロキサンとを酸性触媒存在下で反応させ、α，ω－ジハイ
ドロジェンオルガノポリシロキサンを合成する。このとき、シクロトリシロキサンとジシ
ロキサンとの仕込み比を変えることで所望の平均繰り返し単位を持つα，ω－ジハイドロ
ジェンオルガノポリシロキサンを合成することができる。次いで、ヒドロシリル化反応用
触媒の存在下に、このα，ω－ジハイドロジェンオルガノポリシロキサンにアリルフェノ
ールやオイゲノール等の不飽和脂肪族炭化水素基を有するフェノール化合物を付加反応さ
せることで、所望の平均繰り返し単位を有するフェノール変性ポリオルガノシロキサンを
製造することができる。
　また、この段階では、低分子量の環状ポリオルガノシロキサンや過剰量の上記フェノー
ル化合物が不純物として残存するために、減圧下で加熱し、これらの低分子化合物を留去
する。
【００２５】
　次に、（Ａ－２）；（Ａ－１）以外の芳香族ポリカーボネートについて説明する。
　本発明のポリカーボネート系樹脂組成物において、（Ａ－２）；（Ａ－１）以外の芳香
族ポリカーボネートは、反応に不活性な有機溶媒、アルカリ水溶液の存在下、二価フェノ
ール系化合物及びホスゲンと反応させた後、第三級アミンもしくは第四級アンモニウム塩
などの重合触媒を添加して重合させる界面重合法や、二価フェノール系化合物をピリジン
又はピリジンと不活性溶媒の混合溶液に溶解し、ホスゲンを導入し直接製造するピリジン
法等従来の芳香族ポリカーボネートの製造法により得られるものが使用される。
　上記の反応に際し、必要に応じて、末端停止剤、分子量調節剤、分岐化剤などが使用さ
れる。
【００２６】
　（Ａ－２）芳香族ポリカーボネートの製造に使用される二価フェノール系化合物として
は、２,２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン〔＝ビスフェノールＡ〕、ビス（
４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）オクタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）ジフェニルメタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロ
パン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ナフチルメタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ
－３－ｔ－ブチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ブロモフェ
ニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－クロロフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシ－３，５－ジクロロフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３
，５－ジブロモフェニル）プロパン等のビス（ヒドロキシアリール）アルカン類、１，１
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，５，５－トリメ
チルシクロヘキサン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノルボルナン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロドデカン等のビス（ヒドロキシアリール）シクロ
アルカン類、４，４’－ジヒドロキシフェニルエーテル、４，４’－ジヒドロキシ－３，
３’－ジメチルフェニルエーテル等のジヒドロキシアリールエーテル類、４，４’－ジヒ
ドロキシジフェニルスルフィド、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニ
ルスルフィド等のジヒドロキシジアリールスルフィド類、４，４’－ジヒドロキシジフェ
ニルスルホキシド、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニルスルホキシ
ド等のジヒドロキシジアリールスルホキシド類、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスル
ホン、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフェニルスルホン等のジヒドロキ
シジアリールスルホン類、４，４’－ジヒロキシジフェニルなどのジヒドロキシジフェニ
ル類、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロ
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キシ－３－メチルフェニル）フルオレンなどのジヒドロキシジアリールフルオレン類、ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメタン、１，３－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）アダマンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）アダマンタン、１，３－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）－５，７－ジメチルアダマンタンなどのジヒドロキシジア
リールアダマンタン類、４，４’－［１，３－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）
］ビスフェノール、１０，１０－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－９－アントロン、１
，５－ビス（４－ヒドロキシフェニルチオ）－２，３－ジオキサペンタエンなどが挙げら
れる。これらの二価フェノールは、それぞれ単独で用いてもよいし、二種以上を混合して
用いてもよい。
【００２７】
　（Ａ－２）芳香族ポリカーボネートの製造にあたっては、末端停止剤或いは分子量調節
剤が通常使用される。
　分子量調節剤としては、通常、ポリカーボネート樹脂の重合に用いられるものであれば
、各種のものを用いることができる。
　具体的には、一価フェノールとして、例えば、フェノール、ｏ－ｎ－ブチルフェノール
、ｍ－ｎ－ブチルフェノール、ｐ－ｎ－ブチルフェノール、ｏ－イソブチルフェノール、
ｍ－イソブチルフェノール、ｐ－イソブチルフェノール、ｏ－ｔ－ブチルフェノール、ｍ
－ｔ－ブチルフェノール、ｐ－ｔ－ブチルフェノール、ｏ－ｎ－ペンチルフェノール、ｍ
－ｎ－ペンチルフェノール、ｐ－ｎ－ペンチルフェノール、ｏ－ｎ－ヘキシルフェノール
、ｍ－ｎ－ヘキシルフェノール、ｐ－ｎ－ヘキシルフェノール、ｐ－ｔ－オクチルフェノ
ール、ｏ－シクロヘキシルフェノール、ｍ－シクロヘキシルフェノール、ｐ－シクロヘキ
シルフェノール、ｏ－フェニルフェノール、ｍ－フェニルフェノール、ｐ－フェニルフェ
ノール、ｏ－ｎ－ノニルフェノール、ｍ－ノニルフェノール、ｐ－ｎ－ノニルフェノール
、ｏ－クミルフェノール、ｍ－クミルフェノール、ｐ－クミルフェノール、ｏ－ナフチル
フェノール、ｍ－ナフチルフェノール、ｐ－ナフチルフェノール、２，５－ジ－ｔ－ブチ
ルフェノール、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェノール、３，５－ジ－ｔ－ブチルフェノール
、２，５－ジクミルフェノール、３，５－ジクミルフェノール、ｐ－クレゾール、ブロモ
フェノール、トリブロモフェノール、平均炭素数１２～３５の直鎖状又は分岐状のアルキ
ル基をオルト位、メタ位又はパラ位に有するモノアルキルフェノール、９－（４－ヒドロ
キシフェニル）－９－（４－メトキシフェニル）フルオレン、９－（４－ヒドロキシ－３
－メチルフェニル）－９－（４－メトキシ－３－メチルフェニル）フルオレン、４－（１
－アダマンチル）フェノールなどが挙げられる。
　これらの一価フェノールのなかでは、ｐ－ｔ－ブチルフェノール、ｐ－クミルフェノー
ル、ｐ－フェニルフェノールなどが好ましく用いられる。二種以上の化合物を併用するこ
とも当然に可能である。
　さらに、分岐化剤を上記の二価フェノール系化合物に対して、０．０１～３モル％、特
に０．１～１．０モル％の範囲で併用して分岐化ポリカーボネートとすることができ、分
岐化剤としては、１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、４，４’－［
１－［４－［１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル］フェニル］エチリデ
ン］ビスフェノール、α，α’，α”－トリス（４－ヒドロキシフェニル）－１，３，５
－トリイソプロピルベンゼン、１－［α－メチル－α－（４’－ヒドロキシフェニル）エ
チル］－４－［α’，α’－ビス（４”－ヒドロキシフェニル）エチル］ベンゼン、フロ
ログリシン、トリメリト酸、イサチンビス（ｏ－クレゾール）等の官能基を３つ以上有す
る化合物を用いることができる。
【００２８】
　上記（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体、及び（Ａ－２）
芳香族ポリカーボネート樹脂とからなる（Ａ）樹脂混合物において、前記ポリオルガノシ
ロキサンの含有量は、耐衝撃性の観点から、１～１０質量％であることが好ましく、２～
７質量％であることがより好ましい。また、上記（Ａ）樹脂混合物において、（Ａ－１）
の含有量は、５～１００質量％、好ましくは２０～１００質量％、より好ましくは４０～
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１００質量％であり、（Ａ－２）の含有量は、９５～０質量％、好ましくは８０～０質量
％、より好ましくは６０～０質量％である。
　（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体の含有量が５質量％未
満であると、（Ａ－１）製造時に一般式（II）で表される構成単位を含むポリオルガノシ
ロキサンブロック部分の含有量を２０質量％以上にする必要があるが、この場合（Ａ－１
）製造時の重合工程で反応の均一性が低下することがあり、また重合物の洗浄工程で重合
物と洗浄水との分離性が悪化することがあるため、（Ａ－１）の生産性が大きく低下する
。
　一方、（Ａ－２）芳香族ポリカーボネート樹脂の含有量が９５質量％を越えると、（Ａ
－１）の比率が５質量％未満となるため、（Ａ－１）製造時に一般式（II）で表される構
成単位を含むポリオルガノシロキサンブロック部分の含有量を多くする必要があり、上記
と同様の理由から好ましくない。
【００２９】
　次に、（Ｂ）ポリオレフィンで処理されたガラス繊維について説明する。
　（Ｂ）ポリオレフィンで処理されたガラス繊維としては、ガラス繊維を予めポリオレフ
ィン系樹脂を含む集束剤で集束処理したガラス繊維が用いられる。集束剤には、その他に
ポリウレタン系、エポキシ樹脂系、酢酸ビニル樹脂系、ポリアクリル酸系等の種類がある
が、これらの集束剤で処理されたガラス繊維を用いても、本発明の効果は得られない。
　ポリオレフィン系集束剤は、ポリオレフィン系樹脂及び任意に官能化されたシラン集束
剤を含んだ集束剤である。上記ポリオレフィン系樹脂としては、ポリオレフィンワックス
が好ましい。ポリオレフィンワックスは、好ましくはポリエチレンワックス又はポリプロ
ピレンワックスあるいはこれらのコポリマー、例えばポリエチレン－プロピレンワックス
およびポリエチレン－ブチレンワックスを含むものである。
　上記ポリオレフィンワックスは、好ましくは２～１８個の炭素原子、より好ましくは２
～８個の炭素原子、さらに好ましくは２～４個の炭素原子を有するオレフィンに基づくも
のであり、特に好ましくはポリエチレンワックスである。このようなポリオレフィン系樹
脂で集束されたガラス繊維は商業的に入手できる。
【００３０】
　ポリオレフィン系樹脂を含む集束剤で集束処理するのに供されるガラス繊維は、含アル
カリガラス、低アルカリガラス、無アルカリガラスのいずれであってもよい。
　上記ガラス繊維の形態については、特に制限はなく、例えば、ロービング、チョップド
ストランド、ミルドファイバー等、いずれのものも用いることができる。
　上記ガラス繊維の平均繊維径は、１～３０μｍ、好ましくは５～２５μｍ、さらに好ま
しくは８～２０μｍである。繊維径が１μｍ以上であれば、繊維が折れにくくなり剛性が
向上しやすく、３０μｍ以下であれば、成形品の外観が悪化するなどの問題が生じにくい
。
　上記ガラス繊維の断面の形状は真円状の他に、楕円状、マユ型、三つ葉型などの真円以
外の形状ものを使用してもよい。さらに、真円状ガラス繊維と真円以外の形状のガラス繊
維が混合したものでもよい。
　本発明に用いられる（Ｂ）ポリオレフィンで処理されたガラス繊維は、前記の集束剤で
上記ガラス繊維を処理して、１００～１，０００本程度に集束しストランドを造ったもの
である。集束剤を用いてガラス繊維を集束処理する方法については、特に制限はなく、従
来慣用されている方法、例えば、浸漬塗布、ローラ塗布、吹き付け塗布、流し塗布、スプ
レー塗布など、任意の方法を用いることができる。次いで、得られたストランドを平均繊
維長１～８ｍｍ、好ましくは３～６ｍｍ程度にカットしたチョップドストランドが用いら
れる。
【００３１】
　前記のポリオレフィン系樹脂を含む集束剤で集束処理するのに供されるガラス繊維は、
アミノシラン系、エポキシシラン系、ビニルシラン系、メタクリルシラン系等のシラン系
、チタネート系、アルミニウム系、クロム系、ジルコニウム系、ボラン系のカップリング
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剤で表面処理されたものであってもよい。これらの中では、シラン系カップリング剤及び
チタネート系カップリング剤が好ましく、特に、シラン系カップリング剤が好適である。
上記の好適なシラン系カップリング剤としては、具体的には、トリエトキシシラン、ビニ
ルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシ
ラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘ
キシル）エチルトリメトキシシラン、Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルメ
チルジメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－ア
ミノプロピルメトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルメトリメトキシシラン、γ
－クロロプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。これらの中では、γ－アミノプロ
ピルトリエトキシシラン及びＮ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキ
シシランが好適に用いられる。
　なお、前記のポリオレフィン系樹脂を含む集束剤で集束処理するのに供されるガラス繊
維を上記のカップリング剤で表面処理する方法については、特に制限はなく、従来慣用さ
れている方法、例えば、水溶液法、有機溶媒法、スプレー法など、任意の方法を用いるこ
とができる。そして、前記集束剤及び上記カップリング剤の使用量は、特に制限はないが
、通常それらの合計量が、ガラス繊維に対して、０．１～１．５質量％になるように用い
られる。
【００３２】
　本発明のポリカーボネート系樹脂組成物において、（Ｂ）ポリオレフィンで処理された
ガラス繊維の含有量は、（Ａ）ポリカーボネート系樹脂混合物１００質量部に対し、３～
２０質量部、好ましくは４～１９質量部、より好ましくは５～１８質量部である。３質量
部より少ないと、ガラス繊維を入れることによる耐熱性や剛性の向上効果が十分でない。
一方、２０質量部を超えると、ポリオレフィン系集束剤を用いることで得られるアイゾッ
ド衝撃強さの向上効果が低下する。
【００３３】
　本発明のポリカーボネート系樹脂組成物には、前記の各成分（Ａ－１）、（Ａ－２）、
（Ｂ）の他、必要に応じて、従来、ポリカーボネート系樹脂組成物に添加される公知の種
々の添加剤類が配合可能である。これらとしては補強材、充填剤、安定剤、酸化防止剤、
紫外線吸収剤、帯電防止剤、滑剤、離型剤、染料、顔料、その他の難燃剤や耐衝撃性改良
用のエラストマーなどが挙げられる。
【００３４】
　本発明のポリカーボネート系樹脂組成物は、前記の各成分（Ａ－１）、（Ａ－２）、（
Ｂ）、必要に応じて公知の添加剤類を配合し、混練することによって得ることができる。
　該配合、混練は、通常、用いられている方法、例えば、リボンブレンダー、ヘンシェル
ミキサー、バンバリーミキサー、ドラムタンブラー、単軸スクリュー押出機、二軸スクリ
ュー押出機、コニーダ、多軸スクリュー押出機等を用いる方法により行うことができる。
　なお、混練に際しての加熱温度は、通常、２５０～３２０℃の範囲で選択される。
【００３５】
　上記のようにして得られた本発明のポリカーボネート系樹脂組成物の成形には、従来公
知の各種成形方法、例えば、射出成形法、射出圧縮成形法、押出成形法、ブロー成形法、
プレス成形法、真空成形法及び発泡成形法などを用いることができる。
【実施例】
【００３６】
　本発明の実施例をさらに説明する。なお、本発明はこれらの例によって何ら限定される
ものではない。
【００３７】
［ポリカーボネートオリゴマーの合成例］
　５．６質量％水酸化ナトリウム水溶液に、後から溶解するビスフェノールＡに対して２
０００質量ｐｐｍの亜二チオン酸ナトリウムを加え、これにビスフェノールＡ濃度が１３
．５質量％になるようにビスフェノールＡを溶解し、ビスフェノールＡの水酸化ナトリウ



(13) JP 5739892 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

ム水溶液を調製した。
　このビスフェノールＡの水酸化ナトリウム水溶液４０Ｌ／ｈｒ、塩化メチレン１５Ｌ／
ｈｒの流量で、ホスゲンを４．０ｋｇ／ｈｒの流量で内径６ｍｍ、管長３０ｍの管型反応
器に連続的に通した。管型反応器はジャケット部分を有しており、ジャケットに冷却水を
通して反応液の温度を４０℃以下に保った。
　管型反応器を出た反応液は後退翼を備えた内容積４０Ｌのバッフル付き槽型反応器へ連
続的に導入され、ここにさらにビスフェノールＡの水酸化ナトリウム水溶液２．８Ｌ／ｈ
ｒ、２５質量％水酸化ナトリウム水溶液０．０７Ｌ／ｈｒ、水１７Ｌ／ｈｒ、１質量％ト
リエチルアミン水溶液を０．６４Ｌ／ｈｒ添加して反応を行った。槽型反応器から溢れ出
る反応液を連続的に抜き出し、静置することで水相を分離除去し、塩化メチレン相を採取
した。
　このようにして得られたポリカーボネートオリゴマーは濃度３１８ｇ／Ｌ、クロロホー
メート基濃度０．７５ｍｏｌ／Ｌであった。また、その重量平均分子量（Ｍｗ）は、１１
９０であった。なお、重量平均分子量（Ｍｗ）は、展開溶媒としてＴＨＦ（テトラヒドロ
フラン）を用い、ＧＰＣ〔カラム：ＴＯＳＯＨ　ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＭＵＬＴＩＰＯＲＥ　
ＨＸＬ－Ｍ（２本）＋Ｓｈｏｄｅｘ　ＫＦ８０１（１本）、温度４０℃　流速１．０ｍｌ
／分、検出器：ＲＩ〕にて、標準ポリスチレン換算分子量（重量平均分子量：Ｍｗ）とし
て測定した。
【００３８】
［ポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体（Ａ－１－１）の製造例１］
　邪魔板、パドル型攪拌翼及び冷却用ジャケットを備えた５０Ｌ槽型反応器に上記で製造
したポリカーボネートオリゴマー溶液１５Ｌ、塩化メチレン８．９Ｌ、ジメチルシロキシ
単位の平均繰り返し数が９０である２－アリルフェノール末端変性ポリジメチルシロキサ
ン（ＰＤＭＳ－１）３９３ｇ及びトリエチルアミン８．８ｍＬ、を仕込み、攪拌下でここ
に６．４質量％水酸化ナトリウム水溶液１３８９ｇを加え、１０分間ポリカーボネートオ
リゴマーと２－アリルフェノール末端変性ポリジメチルシロキサンの反応を行った。
　この重合液に、ｐ－ｔ－ブチルフェノール（ＰＴＢＰ）の塩化メチレン溶液（ｐ－ｔ－
ブチルフェノール１３７．９ｇを塩化メチレン２．０Ｌに溶解したもの）、ビスフェノー
ルＡの水酸化ナトリウム水溶液（水酸化ナトリウム５８１ｇと亜二チオン酸ナトリウム２
．３ｇを水８．５Ｌに溶解した水溶液にビスフェノールＡ１１４７ｇを溶解させたもの）
を添加し５０分間重合反応を実施した。希釈のため塩化メチレン１０Ｌを加え１０分間攪
拌した後、ポリカーボネートを含む有機相と過剰のビスフェノールＡ及び水酸化ナトリウ
ムを含む水相に分離し、有機相を単離した。
　こうして得られたポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体の塩化メチレン
溶液を、その溶液に対して順次、１５容積％の０．０３ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム水溶
液、０．２ｍｏｌ／Ｌ塩酸で洗浄し、次いで洗浄後の水相中の電気伝導度が０．０１μＳ
／ｍ以下になるまで純水で洗浄を繰り返した。洗浄により得られたポリカーボネート－ポ
リジメチルシロキサン共重合体の塩化メチレン溶液を濃縮・粉砕し、得られたフレークを
減圧下１２０℃で乾燥した。
　上記のようにして得られたポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体は、Ｎ
ＭＲ測定により求めたポリジメチルシロキサン残基の量が６．０質量％、ＩＳＯ１６２８
－４（１９９９）に準拠して測定した粘度数が４７．４であり、また、後述する計算式よ
り求めた粘度平均分子量（Ｍｖ）は１７７００であった。
【００３９】
［ポリカーボネート－ポリジメチルシロキサン共重合体（Ａ－１－２～Ａ－１－９）の製
造例２～９］
　ポリジメチルシロキサンの種類、ポリジメチルシロキサンの使用量、ｐ－ｔ－ブチルフ
ェノールの使用量を表１に記載のとおりに変更し、ポリカーボネート－ポリジメチルシロ
キサン共重合体（Ａ－１－２～Ａ－１－９）を製造した。結果を表１に示す。
【００４０】
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［実施例１～１５及び比較例１～２６］
　表２及び表３に示す配合比で、製造例１～９で得られたポリカーボネート－ポリジメチ
ルシロキサン共重合体（Ａ－１－１～Ａ－１－９）、芳香族ポリカーボネート（Ａ－２－
１～Ａ－２－４）、ガラス繊維（Ｂ－１、Ｂ－２）、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）ホスファイト［ＢＡＳＦ製、商品名「Ｉｒｇａｆｏｓ１６８」］０．１０
質量部を混合し、ベント付き二軸押出機［東芝機械（株）製、機種名「ＴＥＭ－３５Ｂ」
］によって樹脂温度２９０℃で溶融混練することにより各ポリカーボネート系樹脂組成物
ペレットを作製した。
　尚、使用した芳香族ポリカーボネート（Ａ－２－１～Ａ－２－４）は以下に示すとおり
である。
Ａ－２－１：粘度平均分子量２３３００であるビスフェノールＡポリカーボネート［出光
興産（株）製、商品名「タフロンＦＮ２５００Ａ」］
Ａ－２－２：粘度平均分子量１９０００であるビスフェノールＡポリカーボネート［出光
興産（株）製、商品名「タフロンＦＮ１９００Ａ」］
Ａ－２－３：粘度平均分子量２１１００であるビスフェノールＡポリカーボネート［出光
興産（株）製、商品名「タフロンＦＮ２２００Ａ」］
Ａ－２－４：粘度平均分子量２６１００であるビスフェノールＡポリカーボネート［出光
興産（株）製、商品名「タフロンＦＮ２６００Ａ」］
【００４１】
　ガラス繊維は次のものを使用した。なお、下記Ｂ－１は本願の（Ｂ）成分であり、Ｂ－
２は本願の（Ｂ）成分ではないガラス繊維である。
Ｂ－１：ポリオレフィン系樹脂を含む集束剤で処理されたガラス繊維［オーウェンスコー
ニング社製、０３　ＭＡ　ＦＴ　４１５Ａ（平均繊維径１４μｍ、平均繊維長４ｍｍ）の
チョップドストランド］
Ｂ－２：ウレタン系樹脂を含む集束剤で処理されたガラス繊維［オーウェンスコーニング
社製、０３　ＭＡ　ＦＴ　７３７（平均繊維径１３μｍ、平均繊維長４ｍｍ）のチョップ
ドストランド］
【００４２】
　各実施例及び比較例で得られたポリカーボネート系樹脂組成物ペレットを用い、諸特性
を求めた。結果を表２及び表３に示す。
　なお、諸特性は下記のようにして評価した。
（１）機械特性
　ペレットを１００ｔ射出成形機［東芝機械（株）製、機種名「ＩＳ１００Ｅ」］を用い
て、金型温度１３０℃、樹脂温度２８０℃で射出成形し、所定形状の各試験片を作製した
。作製した試験片を用いて、以下の特性評価を行った。
（１－１）曲げ弾性率〔単位；ＭＰａ〕
　ＡＳＴＭ７９０に準拠して測定した。
（１－２）アイゾッド衝撃強さ〔単位；ｋＪ／ｍ2〕
　ＪＩＳ－Ｋ－７１１０に準拠し、２３℃及び－１０℃におけるノッチ付きアイゾッド衝
撃強さを測定した。
（２）Ｑ値（流れ値）〔単位；１０-2ｍｌ／ｓｅｃ．〕
　ＪＩＳ　Ｋ７２１０に準拠し、高架式フローテスターを用いて、２８０℃、１５．７Ｍ
Ｐａの圧力下にて、直径１ｍｍ、長さ１０ｍｍのノズルより流出する溶融樹脂量（ｍｌ／
ｓｅｃ．）を測定した。
　Ｑ値は、単位時間当たりの流出量を表しており、数値が高いほど、流動性が良好である
ことを示す。
（３）粘度平均分子量（Ｍｖ）
　前記ポリカーボネート系樹脂組成物ペレットを一旦塩化メチレンに溶解し、ろ過するこ
とによりガラス繊維をろ別した。得られたろ液をシャーレ上で乾燥させ、ガラス繊維を除
いた後のポリカーボネート系樹脂組成物を得た。このポリカーボネート系樹脂組成物を用
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い、ウベローデ型粘度管にて、２０℃における塩化メチレン溶液の極限粘度〔η〕を測定
し、次の関係式（Ｓｃｈｎｅｌｌの式）より計算した。
　〔η〕＝１．２３×１０-5×Ｍｖ0.83

【００４３】
【表１】

【００４４】
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【表２】

【００４５】
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【表３】

【００４６】
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　表２及び表３より、実施例１～１５のポリカーボネート系樹脂組成物は、比較例１～２
６のポリカーボネート系樹脂組成物よりも優れた特性を示すことがわかる。すなわち、実
施例１～１５のポリカーボネート系樹脂組成物は、（Ａ－１）ポリカーボネート－ポリオ
ルガノシロキサン共重合体を配合しない組成物や、（Ａ－１）におけるＰＤＭＳ鎖長が６
５未満、すなわち（Ａ－１）中の一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平
均繰り返し数ｎが６５未満の該共重合体を用いた組成物、（Ｂ）ポリオレフィンで処理さ
れたガラス繊維ではないガラス繊維を用いた組成物、及び、上記（Ｂ）成分の含有量が２
０質量部を超える組成物と比較して、より高いアイゾッド衝撃強さを示すことがわかる。
【００４７】
　また、図１～４は、本願実施例及び比較例のポリカーボネート系樹脂組成物のアイゾッ
ド衝撃強さ（２３℃及び－１０℃）を、横軸をガラス繊維の含有量としてプロットしたも
のである。
　図１及び図２は、一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数
ｎが９０である（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が１９，０００の本願
実施例のポリカーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ、及びその比較例である。
　図３及び図４は、一般式（II）におけるオルガノシロキサン構成単位の平均繰り返し数
ｎが９０である（Ａ－１）成分を用いた、粘度平均分子量（Ｍｖ）が２１，０００の本願
実施例のポリカーボネート系樹脂組成物のアイゾッド衝撃強さ、及びその比較例である。
　なお、図１～４において、図１ａ、図２ａ、図３ａ、及び図４ａは本願実施例（但し、
ガラス繊維の配合量が２５質量部のものは比較例）の組成物、図１ｂ、図２ｂ、図３ｂ、
及び図４ｂは本願（Ｂ）成分以外のガラス繊維（Ｂ－２）を含有した組成物、図１ｃ、図
２ｃ、図３ｃ、及び図４ｃは本願（Ａ－１）成分を含有しない組成物、図１ｄ、図２ｄ、
図３ｄ、及び図４ｄは本願（Ａ－１）成分におけるｎが６５未満である組成物のデータを
示す。
　図１～４のａと、図１～４のｂ～ｄとの比較から、本願実施例のポリカーボネート系樹
脂組成物は、本願比較例のポリカーボネート系樹脂組成物よりも優れたアイゾッド衝撃強
さを示すことがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００４８】
　本発明によれば、より耐衝撃性の高いガラス繊維強化ポリカーボネート系樹脂組成物を
提供できる。
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